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(57)【要約】
【課題】適切に車群を決定すること。
【解決手段】本開示の一態様に係る車群決定装置は、車
両の位置情報及び速度情報の少なくとも一方を受信する
受信部と、前記車両の位置情報及び前記車両の車両長に
基づいて有向グラフを生成し、当該有向グラフを用いて
１つ以上の前記車両を含む車群を決定する制御部と、を
有することを特徴とする。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両の位置情報及び速度情報の少なくとも一方を受信する受信部と、
　前記車両の位置情報及び前記車両の車両長に基づいて有向グラフを生成し、当該有向グ
ラフを用いて１つ以上の前記車両を含む車群を決定する制御部と、を有することを特徴と
する車群決定装置。
【請求項２】
　前記制御部は、前記車両の速度に関する変動量に基づいて、前記車両の車両長を推定す
ることを特徴とする請求項１に記載の車群決定装置。
【請求項３】
　前記制御部は、第１の車両及び第２の車両の車間距離が第１の閾値以下であり、かつ、
これらの車両の速度差が第２の閾値以下である場合、これらの車両を含む前記車群を決定
することを特徴とする請求項１又は請求項２に記載の車群決定装置。
【請求項４】
　前記制御部は、前記第１の閾値及び前記第２の閾値の少なくとも一方を、前記第１の車
両及び前記第２の車両の速度又は加速度に基づいて決定することを特徴とする請求項３に
記載の車群決定装置。
【請求項５】
　前記制御部は、ある有向グラフの端付近に該当する車両と、当該有向グラフに隣接する
有向グラフ上の別の車両と、の車間距離が所定の閾値以下である場合、これらの車両を含
む前記車群を決定することを特徴とする請求項１から請求項４のいずれかに記載の車群決
定装置。
【請求項６】
　前記制御部は、２つの車両それぞれの速度がゼロであり、かつ、これらの車両間に一定
以上の空きがある場合に、当該空きの部分に１台以上の車両が存在するとみなすことを特
徴とする請求項１から請求項５のいずれかに記載の車群決定装置。
【請求項７】
　請求項１から請求項６のいずれかに記載の車群決定装置を有する車群決定システム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、１つ以上の車両から構成される単位である車群を決定するための車群決定装
置及び車群決定システムに関する。なお、車は任意の移動体を意味してもよい。
【背景技術】
【０００２】
　高度道路交通システム（ＩＴＳ：Intelligent　Transport　Systems）の一つとして、
例えば、ＶＩＣＳ（Vehicle　Information　and　Communication　System、「ＶＩＣＳ」
は登録商標）など、交通情報を提供する交通情報提供システムが開発されている。
【０００３】
　当該交通情報提供システムでは、例えば、高速道路、一般道路などの道路上にスポット
的に設置される感知器を用いた車両の検出結果に基づいて、交通情報が生成される。当該
交通情報は、ＦＭ多重放送、光ビーコン、電波ビーコンなどを用いて、車載装置（例えば
、カーナビゲーション装置）に提供される（例えば、特許文献１）。
【０００４】
　車載装置に提供される交通情報としては、例えば、渋滞に関する情報（例えば、渋滞の
区間、度合）、交通規制に関する情報（例えば、通行止め、車線規制、チェーン規制）、
所要時間に関する情報（例えば、目的地までの所要時間、所定区間の所要時間）、交通障
害に関する情報（例えば、故障車、事故、工事）などがある。交通情報は、交通流情報な
どと呼ばれてもよい。
【０００５】
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　また、いくつかの車両を「車群」として扱い、交通の制御に用いることが検討されてい
る。例えば、車群は、同じくらいの速度で同じ道路を同じ方向に走行する車両から形成さ
れてもよい（特許文献２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１８－３６１３４号公報
【特許文献２】特許第４４２４４２５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　交通流情報に基づいて車両を制御して、渋滞の発生に関わる車群の形成を解消し、渋滞
を抑制することが検討されている。しかしながら、これまで提案されている車群の決定方
法では、適切に車群を決定できないおそれがある。この場合、好適に各車両の制御ができ
ず、渋滞の抑制が好適に行われなくなる。
【０００８】
　そこで本開示は、適切に車群を決定できる車群決定装置及び車群決定システムを提供す
ることを目的の１つとする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本開示の一態様に係る車群決定装置は、車両の位置情報及び速度情報の少なくとも一方
を受信する受信部と、前記車両の位置情報及び前記車両の車両長に基づいて有向グラフを
生成し、当該有向グラフを用いて１つ以上の前記車両を含む車群を決定する制御部と、を
有することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１０】
　本開示の一態様によれば、適切に車群を決定できる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】図１は、一実施形態に係る車群決定システムの概略構成の一例を示す図である。
【図２】図２は、一実施形態に係る車群決定方法のフローチャートの一例を示す図である
。
【図３】図３は、一実施形態に係る車群決定の適用の一例を説明するための概念図である
。
【図４】図４は、図３に対応する有向グラフ生成の第１ステップの一例を示す図である。
【図５】図５は、図３に対応する有向グラフ生成の第２ステップの一例を示す図である。
【図６】図６は、図３に対応する有向グラフに基づく車群決定の一例を示す図である。
【図７】図７は、図３に対応する有向グラフに基づく車群決定の別の一例を示す図である
。
【図８】図８は、速度ゼロ時の非コネクテッドカーの存在の推定の一例を示す図である。
【図９】図９は、一実施形態に係る車両の機能構成の一例を示す図である。
【図１０】図１０は、一実施形態に係る車両、サーバなどのハードウェア構成の一例を示
す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本開示の実施の形態について添付図面を参照して詳細に説明する。以下の説明で
は、同一の部には同一の符号が付される。同一の部は名称、機能などが同じであるため、
詳細な説明は繰り返さない。
【００１３】
（車群決定システム）
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　図１は、一実施形態に係る車群決定システムの概略構成の一例を示す図である。図１に
示す車群決定システム１は、車両１０と、基地局２０と、車群決定サーバ３０と、信号機
４０と、を含んでもよい。
【００１４】
　車両１０は、車道上を走行する車である。車両１０は、自動車であってもよいし、自動
でない車（例えば自転車）であってもよい。
【００１５】
　なお、本開示における車両１０は、一定の経路を移動する移動体で読み替えられてもよ
い。例えば、車両１０は、無人で動く移動体（例えば、ドローン、自動運転車など）であ
ってもよいし、乗り物（例えば、船、飛行機など）であってもよいし、ロボット（有人型
又は無人型）であってもよい。
【００１６】
　車両１０は、車載の通信装置及び車両１０に持ち込まれる通信装置の少なくとも一方を
含んでもよく、本開示における車両１０は当該通信装置で読み替えられてもよい。例えば
、車両１０が行う無線通信は、車両１０に搭載される又は存在する通信装置を介して行わ
れてもよい。
【００１７】
　例えば、当該通信装置（通信デバイス）は、携帯電話、スマートフォン、タブレット型
端末などの携帯端末（移動通信端末）であってもよいし、カーナビゲーションシステム、
パソコン（ＰＣ：Personal　Computer）、テレビ（ＴＶ：television）、多機能テレビ、
スマートＴＶなどの固定通信端末であってもよい。当該通信装置は、ユーザ端末と呼ばれ
てもよい。
【００１８】
　車両１０は、無線（例えば、ＬＴＥ（Long　Term　Evolution）、Ｗｉ－Ｆｉ（登録商
標）など）を用いて基地局２０と通信できる。車両１０は、他の車両１０と直接通信（車
車間通信）してもよいし、基地局２０などを介して間接的に通信してもよい。車車間通信
には、例えばＶ２Ｘ（Vehicle-to-Everything）が利用されてもよい。
【００１９】
　車両１０は、当該車両の位置情報を取得できることが好ましい。例えば、車両１０は、
ＧＰＳ（Global　Positioning　System）、加速度センサ、ジャイロ、当該車両の車速情
報などに基づいて、上記位置情報を取得してもよい。
【００２０】
　基地局２０は、車両１０に所定の通信サービスを提供する基地局（ＢＳ：Base　Statio
n）である。基地局２０は、車両１０から受信した情報を、車群決定サーバ３０に送信し
てもよい。基地局２０は、車群決定サーバ３０から受信した情報を、車両１０、信号機４
０などに送信してもよい。
【００２１】
　なお、基地局２０は、「路側通信装置」、「無線基地局」、「固定局（fixed　station
）」、「ＮｏｄｅＢ」、「ｅＮｏｄｅＢ（ｅＮＢ）」、「ｇＮｏｄｅＢ（ｇＮＢ）」、「
アクセスポイント（access　point）」、「送信ポイント（transmission　point）」、「
受信ポイント（reception　point）」、「送受信ポイント（transmission/reception　po
int）」、「セル」、「セクタ」などで読み替えられてもよい。
【００２２】
　車群決定サーバ３０は、１つ以上の車両１０を含む車群を決定する装置（車群決定装置
と呼ばれてもよい）である。車群の決定方法については後述する。車群決定サーバ３０は
、車群に基づく交通制御を行ってもよく、車両１０、信号機４０などに対して制御情報（
制御信号）を送信してもよい。車群決定サーバ３０は、車両１０に送信される交通情報（
渋滞情報、マップなど）を調整してもよい。
【００２３】
　なお、車群は、車両群、車両グループ、移動体群などで読み替えられてもよい。



(5) JP 2019-204297 A 2019.11.28

10

20

30

40

50

【００２４】
　信号機４０は、交通を制御するための灯火の点灯及び消灯を行う装置である。信号機４
０は、車群決定サーバ３０から通知される制御情報に基づいて灯火の点灯及び消灯を制御
してもよい。
【００２５】
　信号機４０は、カメラ、センサなどの周辺環境の情報を取得するための機器を備えても
よく、取得した周辺環境の情報に基づいて車両１０及び車群決定サーバ３０の少なくとも
一方に情報（例えば、車両１０が、信号が赤にも関わらず交差点に進入した、など）を送
信してもよい。
【００２６】
　車両１０など各装置の機能構成及びハードウェア構成の一例については、後述する。
【００２７】
　なお、当該システム構成は一例であり、これに限られない。例えば、各装置は、図１で
はそれぞれ１つずつ含まれる構成としたが、各機器の数はこれに限られず、複数存在して
もよい。
【００２８】
　車群決定システム１は、一部の装置を含まない構成としてもよいし、１つの装置の機能
が複数の装置により実現される構成としてもよい。例えば、車群決定サーバ３０は、クラ
ウドサーバでもオンプレミスサーバでもよい。
【００２９】
　複数の装置の機能が１つの装置により実現される構成としてもよい。例えば、基地局２
０及び車群決定サーバ３０が、１つのサーバ上で実装されてもよい。
【００３０】
（車群決定方法）
　本開示の一実施形態に係る車群決定方法について、以下で説明する。各車群決定方法は
、上述の車群決定システムに適用されてもよい。
【００３１】
＜車群決定フロー＞
　図２は、一実施形態に係る車群決定のフローチャートの一例を示す図である。なお、車
群を決定することは、１つ以上の車両を１つ以上の車群に分類することを意味してもよい
。
【００３２】
　車群決定サーバ３０は、各車両１０の位置情報及び速度情報を取得する（ステップＳ１
１）。
【００３３】
　例えば、車両１０は、車群決定サーバ３０に対して、自車の位置情報及び速度情報の少
なくとも一方を送信してもよい。当該位置情報は、車両１０の緯度、経度、高度などのい
ずれか又はこれらの組み合わせであってもよい。車両１０は、これらの情報を取得した又
は送信する時刻（タイムスタンプ）を送信してもよい。車群決定サーバ３０は、車両１０
から受信した位置情報に基づいて、当該車両１０の速度を算出してもよい。
【００３４】
　上記速度情報は、車両１０の速度、加速度、前回の情報送信から移動した距離などの少
なくとも１つを含んでもよい。
【００３５】
　車群決定サーバ３０は、車両１０の走行車線を、車両１０の位置及び当該位置の変化の
少なくとも一方に基づいて計算される移動方向（移動方位）を用いて特定してもよい。
【００３６】
　次に、車群決定サーバ３０は、各車両１０の車両サイズを取得する（ステップＳ１２）
。
【００３７】
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　車群決定サーバ３０は、車両１０から受信した車両情報に基づいて、当該車両１０の車
両長（車両サイズと呼ばれてもよい）を算出してもよい。当該車両情報は、車両のサイズ
、車両の種類、車名などの少なくとも１つを含んでもよい。なお、車両長は、車両の全長
のことを意味してもよい。
【００３８】
　ステップＳ１２において取得される車両サイズは、推定値であってもよい。例えば、車
群決定サーバ３０は、車両１０の速度に関する変動量に基づいて、当該車両１０の車両サ
イズを推定してもよい。当該速度に関する変動量は、例えば、速度変化量（加速度）、加
速度変化量などであってもよく、位置（又は移動距離）をｎ回（ｎ＞０）時間微分した値
又は当該値に基づいて決定される値であってもよい。なお、量は、率、割合、値などで読
み替えられてもよい。
【００３９】
　車群決定サーバ３０は、車両サイズに応じた速度に関する変動量の特性（例えば、加速
特性、減速特性、停止の仕方など）に基づいて、車両１０の車両サイズを導出（推定）し
てもよい。当該特性は、事前に抽出、分析などされて車群決定サーバ３０に記憶されても
よい。
【００４０】
　ステップＳ１２によって、車群決定サーバ３０は、各車両１０が小型車か大型車かを区
別できる。
【００４１】
　なお、ステップＳ１１及び／又はＳ１２における車両１０の位置情報、速度情報、車両
情報などは、基地局２０及び信号機４０などによって取得され、車群決定サーバ３０に通
知されてもよい。例えば、基地局２０及び信号機４０の少なくとも一方は、搭載するカメ
ラ、センサなどによって付近を通過した車両１０を検出すると、当該車両１０に関する位
置情報、速度情報、車両情報などを取得して車群決定サーバ３０に送信してもよい。
【００４２】
　車群決定サーバ３０は、各車両１０の位置情報及び車両サイズに基づいて、有向グラフ
を作成する（ステップＳ１３）。なお、有向グラフを作成することは、当該有向グラフを
表現するデータを生成及び／又は記憶することを意味してもよい。
【００４３】
　有向グラフでなくその他のグラフ（無向グラフなど）が作成されてもよいが、車両の位
置が特定できるように構成されることが好ましい。本開示において、「有向グラフ」は、
「グラフ」で読み替えられてもよい。
【００４４】
　また、有向グラフは車両の移動方向が特定できるように構成されることが好ましい。例
えば、当該有向グラフがディスプレイなどに描画される場合には、地球上の東西南北がそ
れぞれ右左下上に対応するように描画されることが好ましい。
【００４５】
　また、当該有向グラフは、車両長を認識できるように構成されることが好ましい。例え
ば、有向グラフの頂点（ノード）が車両を表し、当該頂点の大きさが車両の長さに対応し
てもよい。また、有向グラフの辺（又は枝）が、当該辺に接続される頂点の少なくとも一
方の車両の長さを表現してもよい。車両の長さは、頂点及び辺の少なくとも一方に適用さ
れる重み（weight）として表現されてもよい。
【００４６】
　本開示における有向グラフは、直進によって移動可能なレーン（車線）を意味してもよ
い。例えば、片側２車線の計４車線の道路について、各車線に対応する４つの有向グラフ
が生成されてもよい。
【００４７】
　有向グラフは、特定の道路区間の車道上の１つ又は複数の車両１０を表現してもよい。
ここで、当該特定の道路区間は、例えば、ある交差点から別の交差点までの道路に該当し



(7) JP 2019-204297 A 2019.11.28

10

20

30

40

50

てもよいし、ある交差点内の道路に該当してもよい。つまり、ある有向グラフ上の車道を
移動する車両１０が、右左折を行う又は交差点を超えた直進を行う場合、当該車両１０は
別の有向グラフ上に移動したと表現されてもよい。
【００４８】
　本開示における有向グラフは、グラフ理論における有向グラフの定義とは異なるグラフ
であってもよい。例えば、車両１０が存在しない道路区間は、ノードを含まない有向グラ
フで示されてもよい。この場合の辺の長さは、当該道路区間の長さに対応してもよい。
【００４９】
　車群決定サーバ３０は、ステップＳ１３で作成した有向グラフに基づいて、１つ以上の
車両１０から成る車群を決定する（ステップＳ１４）。車群決定サーバ３０は、以下の条
件のいずれか又は組み合わせを満たす１つ以上の車両１０を、１つの車群と決定してもよ
い：
　（１）同じ有向グラフ上の車両１０である、
　（２）同じ方向に移動する車両１０である、
　（３）他の車両１０との車間距離が閾値以下である、
　（４）他の車両１０との速度の違いが閾値以下である、
　（５）隣接する有向グラフ上の車両１０である。
【００５０】
　ここで、速度の違いは、速度差で表現されてもよいし、速度の比率で表現されてもよい
。なお、上記（３）の閾値及び上記（４）の閾値は、異なる値であってもよい。
【００５１】
　上記（３）の閾値及び上記（４）の閾値の少なくとも一方は、車両１０の速度又は加速
度に応じて変動する値であってもよく、車両１０の速度又は加速度に基づいて決定されて
もよい。例えば、車群決定サーバ３０は、車両１０の速度が速いほど、当該車両１０と同
じ車群に含まれる他の車両１０との車間距離の閾値は大きくなると判断してもよい。この
構成によれば、速度が上がれば走行時の車間距離が伸びることを適切に考慮できる。
【００５２】
　本開示の構成によれば、上記（３）の車間距離は、車両の位置（例えば、有向グラフに
おける頂点の座標）だけでなく、車両長（例えば、有向グラフにおける頂点の大きさ）も
考慮して判断される距離である。
【００５３】
　車群決定サーバ３０は、ある有向グラフ上のある車両１０から車群の探索を開始しても
よい。車群の探索は、車両１０の進行方向及び逆方向の少なくとも一方に沿って行われて
もよい。
【００５４】
　車群決定サーバ３０は、当該車両１０が有向グラフの端付近にいる場合は、隣接する（
例えば、１つ先の）有向グラフを探索し、当該隣接する有向グラフ上の別の車両１０が上
記の条件の少なくとも１つを満たす場合、当該車両１０及び当該別の車両１０が１つの車
群に含まれると決定してもよい。
【００５５】
　つまり、本開示においては、ある交差点の前に位置する車両１０は、当該交差点内の車
両１０及び当該交差点を挟んだ（交差点を直進、右折又は左折する）車両１０の少なくと
も一方と同じ車群に属してもよい。
【００５６】
　なお、隣接する有向グラフの車両について用いる上記（３）の閾値及び上記（４）の閾
値の少なくとも一方は、同じ有向グラフの車両について用いるこれらの値とは異なっても
よいし、同じであってもよい。例えば、隣接する有向グラフに適用される上記閾値は、同
じ有向グラフに適用される上記閾値より大きくてもよい。これにより、交差点を挟んで２
つの車両の車間距離が伸びる場合であっても、これらの車両を１つの車群として扱うよう
にすることができる。
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【００５７】
　図３は、一実施形態に係る車群決定の適用の一例を説明するための概念図である。本例
は、図の左右方向に伸びる４車線の道路と、図の上下方向に伸びる２車線の道路と、の交
差点Ｉ１の付近を示している。前者の道路は、Ｒ１及びＲ２の２車線並びにＲ３及びＲ４
の２車線から成る。後者の道路は、Ｒ５の１車線及びＲ６の１車線から成る。また、図３
は、左側通行の例となっている。
【００５８】
　車両Ｃ１－Ｃ５はＲ１を、車両Ｃ６－Ｃ８はＲ２を、車両Ｃ９－Ｃ１０はＲ６を、それ
ぞれ走行している。Ｃ２、Ｃ４及びＣ８は小型車であり、Ｃ６は大型車であり、それ以外
は中型車である。
【００５９】
　なお、図３はあくまで一例である。本開示に記載の発明は、任意の道路構成及び車両構
成に適用可能である。
【００６０】
　図４は、図３に対応する有向グラフ生成の第１ステップの一例を示す図である。図４の
各矢印は、各車線（Ｒ１－Ｒ６）に対応している。図４に示すように、図３に示した領域
の車線は、交差点Ｉ１に入る前、交差点Ｉ１の中、交差点Ｉ１を出た後のそれぞれに対応
する３つの有向グラフによって表現されてもよい。例えば、Ｒ１に対応する有向グラフは
、Ｌ１－Ｌ３であってもよい。同様に、Ｒ２－Ｒ６に対応する有向グラフは、それぞれＬ
４－Ｌ６、Ｌ７－Ｌ９、Ｌ１０－Ｌ１２、Ｌ１３－Ｌ１５及びＬ１６－Ｌ１８であっても
よい。
【００６１】
　車群決定サーバ３０は、第１ステップ（上述のステップＳ１３の第１ステップ）におい
て、各有向グラフ上に、各車両Ｃ１－Ｃ１０に対応するノードを配置する。車群決定サー
バ３０は、各車両の位置情報に基づいて、各ノードの配置を実施してもよい。
【００６２】
　図５は、図３に対応する有向グラフ生成の第２ステップの一例を示す図である。車群決
定サーバ３０は、上述の第１ステップの後、各車両のサイズに基づいて、有向グラフに沿
った各ノードの長さを決定してもよい。
【００６３】
　車群決定サーバ３０は、位置情報に基づくあるノードの位置を基準として、有向グラフ
の方向及び逆方向のいずれか又は両方において合計で車両サイズ分の長さが表現されるよ
うに、当該ノードについて長さを制御してもよい。図５では、図３の車両サイズに対応し
て各ノードの長さが設定されている。
【００６４】
　図６は、図３に対応する有向グラフに基づく車群決定の一例を示す図である。車群決定
サーバ３０は、上述の第２ステップの後の各車両のサイズを反映した有向グラフに基づい
て、車群を決定してもよい。
【００６５】
　車群は、１つの有向グラフ上の車両から構成されてもよいし、複数の隣接する有向グラ
フ上の車両から構成されてもよい。なお、第１の有向グラフに隣接する第２の有向グラフ
とは、第１の有向グラフに対応する車線から交差点において移動可能な車線を示してもよ
い。当該「移動可能な」は、当該車群決定が適用される国又は地域の道路交通法上移動可
能な、を意味することが好ましい。
【００６６】
　例えば、図３のＲ１からはＲ５に移動可能（左車線は交差点で直進及び左折可能）なた
め、図６（図４）のＬ１に隣接する有向グラフは、交差点Ｉ１内のＬ２及びＬ１４と、交
差点Ｉ１後のＬ３及びＬ１３と、であってもよい。Ｌ１に隣接する有向グラフは、交差点
Ｉ１内のＬ２及びＬ１４であり、Ｌ３及びＬ１３を含まなくてもよい。
【００６７】
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　より詳細な車群決定のためには、同じ方向の有向グラフ（例えば、Ｌ１及びＬ４）は隣
接する有向グラフでないと想定されることが好ましいが、隣接する有向グラフと想定して
もよい。
【００６８】
　図６では、車群Ｇ１はＣ１－Ｃ３を含み、車群Ｇ２はＣ４－Ｃ５を含み、車群Ｇ３はＣ
６を含み、車群Ｇ４はＣ７－Ｃ８を含み、車群Ｇ５はＣ９を含み、車群Ｇ６はＣ１０を含
むように決定されている。
【００６９】
　図７は、図３に対応する有向グラフに基づく車群決定の別の一例を示す図である。本例
では、図６の例に比べてＣ１－Ｃ５の速度が速い場合を想定する。速度が速いことにより
、Ｌ１において車群と認識する車両間の車間距離の閾値は、図６の例に比べて大きい。こ
のため、図６のＧ１及びＧ２は、図７では１つの車群Ｇ１２として決定される。
【００７０】
＜車群の切れ目の判定＞
　車両１０は、車群の切れ目（第１の車群と第２の車群との境目）の判定に利用できる情
報を車群決定サーバ３０に送信してもよい。車群の切れ目の判定に利用できる情報は、あ
る車両がどの車群に含まれるかの判定に利用できる情報と呼ばれてもよい。
【００７１】
　車群の切れ目の判定に利用できる情報は、例えば、特定の方向（前、後ろなど）に他車
が存在するか否か、（当該他車が存在する場合）当該他車までの距離、当該他車と自車が
通信可能か否か、などの少なくとも１つを含んでもよい。
【００７２】
　車両１０は、上述したような車群を構成する車両が満たす条件を把握しており、自車両
が車群の特定の位置の車両（例えば、先頭車両、最後尾車両など）に該当する場合に、車
群決定サーバ３０に位置情報などを送信してもよい。なお、車両１０は、同じ車群に含ま
れる他の車両１０の位置情報などをまとめて送信してもよい。車群決定サーバ３０は、位
置情報などを送信した車両１０が、車群の特定の位置に存在すると判断してもよい。
【００７３】
　車両１０は、自車両がある車群の特定の位置の車両に該当することを、カメラ、センサ
、レーダー、他車両との無線通信などによって把握し、車群の切れ目の判定に利用できる
情報を生成してもよい。
【００７４】
　車両１０は、位置情報などを、定期的に送信してもよいし、車群に変更が生じた際に送
信してもよい。
【００７５】
　なお、第１の車群に含まれる車両１０及び第２の車群に含まれる車両１０は、互いに通
信可能な範囲内を走行してもよい。つまり、通信可能な車両であっても、別の車群に割り
当てられてもよい。
【００７６】
＜非コネクテッドカー補完＞
　本発明者らは、２つの車両のそれぞれの平均速度がゼロの場合に、これらの車両間に空
きがある場合を検討した。本発明者らは、車道において車両の速度がゼロのときは、当該
車両は、前の車両と近い距離で停止するのが通常であることに着目し、有向グラフに基づ
いて車群を決定する場合に、各車両の速度を考慮することを着想した。
【００７７】
　車群決定サーバ３０は、２つの車両それぞれの速度が所定の閾値以下の速度であり、か
つ、これらの車両間に一定以上の空きがある場合に、当該空きの部分に１台以上の非コネ
クテッドカーが存在するとみなしてもよい。ここで、「一定以上の空き」は、特定の車両
サイズに該当してもよい。
【００７８】
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　これにより、速度ゼロ時（例えば、信号停止時）に各車両１０が小さな車両間隔で隣接
しているはずの状況において、不自然な空きスペースに非コネクテッドカーがあると想定
して、当該非コネクテッドカーの前の車群と後ろの車群を１つの車群として決定できる。
上述の車群の切れ目の判定に利用できる情報を受信しない場合であっても、車群決定サー
バ３０は、信号停止時に複数の車群を統合することができる。
【００７９】
　なお、非コネクテッドカーは、位置情報、速度情報、車両情報などの少なくとも１つが
取得できない車両で読み替えられてもよい。例えば、車両１０が、車群決定サーバ３０と
通信できない基地局２０との間でのみ通信可能である場合には、車群決定サーバ３０は、
車両１０から情報を受信することはできない。これは、車群決定サーバ３０のサービスが
所定の通信事業者を介して提供される場合に、当該車両１０が別の通信事業者の無線通信
サービスを利用するケースに相当してもよい。
【００８０】
　図８は、速度ゼロ時の非コネクテッドカーの存在の推定の一例を示す図である。車群決
定サーバ３０は、ある有向グラフ上において、互いに速度がゼロの車両間に一定以上の空
きがある場合（図８上部）、当該空きの部分に仮想的な車両１０（点線部分）を補完して
もよい（図８下部）。
【００８１】
　車群決定サーバ３０は、一度補完した仮想車については、論理矛盾が起こる（例えば、
仮想車の前の車両及び後ろの車両の車間距離が、当該仮想車が存在し得ない距離となる（
一定以上の空きがなくなる））まで、前後車の情報に基づいて仮想車の存在を維持し、車
群認知に利用してもよい。
【００８２】
＜車群に特化した広告手法＞
　車群決定サーバ３０は、車群単位でスムーズに移動できるように１つ又は複数の信号機
４０を制御してもよいし、車両１０に対して進行方向を指定する情報を送信してもよい。
車両１０は、当該情報に基づいて自律的に走行してもよい。
【００８３】
　車群決定サーバ３０は、車群を考慮した広告（例えば、動画広告）を、車両１０に送信
（配信）してもよい。例えば、車群決定サーバ３０は、車群ごとに異なる広告を送信して
もよい。
【００８４】
　例えば、車群決定サーバ３０は、特定の車群に対して、当該車群に含まれる各車両の乗
員の嗜好性（趣味、食べ物の好みなど）に基づいて、より多くの乗員の嗜好性にマッチし
た迂回路（例えば、ファミレスが好きな人が多ければファミレスの多い迂回路）に誘導す
る制御を行ってもよい。この場合、車群決定サーバ３０は、当該車群に含まれる各車両に
対して、上記の嗜好性にマッチした広告（例えば、当該迂回路に位置するファミレスの広
告）を送信してもよい。
【００８５】
　車両１０は、車群決定サーバ３０に対して、搭乗者（運転手、乗員など）に関する情報
、出発地及び／又は目的地に関する情報、当該車両１０の車両情報などを送信してもよい
。車群決定サーバ３０は、受信した車両１０の搭乗者に関する情報、出発地及び／又は目
的地に関する情報、当該車両自体に関する情報などに基づいて、当該車両１０に配信する
広告を決定してもよい。
【００８６】
　搭乗者に関する情報は、車両１０の契約者情報及び車両１０が利用する無線通信サービ
スの契約者情報の少なくとも一方を含んでもよい。当該契約者情報は、搭乗者の人口統計
学的な（デモグラフィック）データ（年齢、性別、居住地など）、嗜好性などの情報を含
んでもよい。
【００８７】
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　出発地及び／又は目的地に関する情報は、目的地到達までの緊急度（どれくらい急ぐか
）の情報を含んでもよい。
【００８８】
　車群決定サーバ３０は、複数の車両１０から上述のような情報を受信すると、近くにい
る車両１０の中から属性が同じ又は類似する車両１０（例えば、高級車両同士、急ぐ車両
同士、目的地が同じ車両同士など）で車群を形成するように、信号機４０を制御してもよ
いし、車両１０に対して進行方向を指定する情報を送信してもよい。
【００８９】
　車群決定サーバ３０は、属性が同じ又は類似する車両１０で構成される車群に対して、
対応する属性の広告を送信してもよい。
【００９０】
　以上説明した一実施形態によれば、有向グラフを用いて車群推定を適切に行うことがで
きる。
【００９１】
（機器の構成）
　図９は、一実施形態に係る車両の機能構成の一例を示す図である。本例に示すように、
車両１０は、制御部１１０と、記憶部１２０と、通信部１３０と、入力部１４０と、出力
部１５０と、を有する。なお、図９では、本実施形態における特徴部分の機能ブロックを
主に示しており、車両１０は、他の処理に必要な他の機能ブロックも有してもよい。また
、一部の機能ブロックを含まない構成としてもよい。
【００９２】
　制御部１１０は、車両１０の制御を実施する。制御部１１０は、本開示に係る技術分野
での共通認識に基づいて説明されるコントローラ、制御回路又は制御装置により構成する
ことができる。
【００９３】
　記憶部１２０は、車両１０において利用する情報を記憶（保持）する。記憶部１２０は
、例えば、本開示に係る技術分野での共通認識に基づいて説明されるメモリ、ストレージ
、記憶装置などにより構成することができる。
【００９４】
　通信部１３０は、ネットワークを介した他の通信デバイス（基地局、サーバなど）との
通信を行う。通信部１３は、受信した種々の情報を制御部１１０に出力してもよい。
【００９５】
　通信部１３０は、本開示に係る技術分野での共通認識に基づいて説明されるトランスミ
ッター／レシーバー、送受信回路又は送受信装置により構成することができる。なお、通
信部１３０は、送信部及び受信部から構成されてもよい。
【００９６】
　入力部１４０は、ユーザからの操作により入力を受け付ける。また、入力部１４０は、
所定の機器、記憶媒体などと接続され、データの入力を受け付けてもよい。入力部１４０
は、入力結果を例えば制御部１１０に出力してもよい。
【００９７】
　入力部１４０は、本開示に係る技術分野での共通認識に基づいて説明されるキーボード
、マウス、ボタンなどの入力装置、入出力端子、入出力回路などにより構成することがで
きる。また、入力部１４０は、表示部と一体となった構成（例えば、タッチパネル）とし
てもよい。
【００９８】
　出力部１５０は、ユーザに対して知覚できる形式でデータ、コンテンツなどの出力を行
う。例えば、出力部１５０は、画像を表示する表示部、音声を出力する音声出力部などを
含んで構成されてもよい。
【００９９】
　表示部は、例えば、本開示に係る技術分野での共通認識に基づいて説明されるディスプ
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レイ、モニタなどの表示装置により構成することができる。また、音声出力部は、本開示
に係る技術分野での共通認識に基づいて説明されるスピーカーなどの出力装置により構成
することができる。
【０１００】
　出力部１５０は、例えば、本開示に係る技術分野での共通認識に基づいて説明される演
算器、演算回路、演算装置、プレイヤー、画像／映像／音声処理回路、画像／映像／音声
処理装置、アンプなどを含んで構成することができる。
【０１０１】
　通信部１３０、入力部１４０及び出力部１５０の少なくとも１つは、外部環境などの測
定を実施する測定部として機能してもよい。当該測定部は、本開示に係る技術分野での共
通認識に基づいて説明される測定器、測定回路又は測定装置から構成することができる。
【０１０２】
　なお、通信部（受信部）１３０は、車両１０の位置情報、速度情報、車両情報などを、
基地局２０及び／又は車群決定サーバ３０に送信してもよい。
【０１０３】
　基地局２０、車群決定サーバ３０、信号機４０などについても、図９と同様の構成を有
してもよい。当業者であれば、図９の説明における車両１０関連の記載を、適宜読み替え
て理解できる。
【０１０４】
　以下、いくつかの部について例示的に説明する。なお、各装置の図９の各機能ブロック
に対応する符号は、各装置を示す符号の最初の一桁の数字（例えば、車両１０であれば「
１０」の最初の一桁の「１」）を図９の符号の最初の一桁の数字に適用して表す。
【０１０５】
　車群決定サーバ３０の通信部３３０は、車両１０の位置情報及び速度情報の少なくとも
一方を受信してもよい。また、車群決定サーバ３０の制御部３１０は、車両１０の位置情
報及び車両１０の車両長に基づいて有向グラフを生成し、当該有向グラフを用いて１つ以
上の車両１０を含む車群を決定してもよい。
【０１０６】
　車群決定サーバ３０の制御部３１０は、車両１０の速度に関する変動量（例えば、加速
度）に基づいて、車両１０の車両長を推定してもよい。
【０１０７】
　車群決定サーバ３０の制御部３１０は、第１の車両及び第２の車両の車間距離が第１の
閾値以下であり、かつ、これらの車両の速度差が第２の閾値以下である場合、これらの車
両を含む車群を決定してもよい（これらの車両を１つの車群に含めてもよい）。
【０１０８】
　車群決定サーバ３０の制御部３１０は、上記第１の閾値及び上記第２の閾値の少なくと
も一方を、上記第１の車両及び上記第２の車両の速度又は加速度に基づいて決定してもよ
い。
【０１０９】
　車群決定サーバ３０の制御部３１０は、ある有向グラフの端付近に該当する車両１０と
、当該有向グラフに隣接する有向グラフ上の別の車両１０と、の車間距離が所定の閾値（
第３の閾値と呼ばれてもよい）以下である場合、これらの車両を含む車群を決定してもよ
い。
【０１１０】
　車群決定サーバ３０の制御部３１０は、２つの車両（例えば第３の車両及び第４の車両
）のそれぞれの速度が第４の閾値以下（例えば、ゼロ）であり、かつ、これらの車両間に
一定以上の空き（空き空間）がある場合に、当該空きの部分に１台以上の車両（例えば、
非コネクテッドカー）が存在するとみなしてもよい。
【０１１１】
　基地局２０の通信部２３０は、車両１０から送信された車両の位置情報、速度情報、車
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両情報などを、車群決定サーバ３０に送信してもよい。
【０１１２】
　信号機４０の通信部４３０は、車群決定サーバ３０から信号の制御情報を受信してもよ
い。信号機４０の制御部４１０は、上記制御情報に基づく出力部４５０の灯火を制御して
もよい。
【０１１３】
（ハードウェア構成）
　なお、上記実施形態の説明に用いたブロック図は、機能単位のブロックを示している。
これらの機能ブロック（構成部）は、ハードウェア及びソフトウェアの少なくとも一方の
任意の組み合わせによって実現される。また、各機能ブロックの実現方法は特に限定され
ない。すなわち、各機能ブロックは、物理的又は論理的に結合した１つの装置を用いて実
現されてもよいし、物理的又は論理的に分離した２つ以上の装置を直接的又は間接的に（
例えば、有線、無線などを用いて）接続し、これら複数の装置を用いて実現されてもよい
。
【０１１４】
　例えば、本開示の一実施形態における車両、サーバなどは、本開示の無線通信方法の処
理を行うコンピュータとして機能してもよい。図１０は、一実施形態に係る車両、サーバ
などのハードウェア構成の一例を示す図である。上述の車両１０、基地局２０、車群決定
サーバ３０などは、物理的には、プロセッサ１００１、メモリ１００２、ストレージ１０
０３、通信装置１００４、入力装置１００５、出力装置１００６、バス１００７などを含
むコンピュータ装置として構成されてもよい。
【０１１５】
　なお、以下の説明では、「装置」という文言は、回路、デバイス、ユニットなどに読み
替えることができる。車両１０、基地局２０、車群決定サーバ３０などのハードウェア構
成は、図に示した各装置を１つ又は複数含むように構成されてもよいし、一部の装置を含
まずに構成されてもよい。
【０１１６】
　例えば、プロセッサ１００１は１つだけ図示されているが、複数のプロセッサがあって
もよい。また、処理は、１のプロセッサによって実行されてもよいし、処理が同時に、逐
次に、又はその他の手法を用いて、２以上のプロセッサによって実行されてもよい。なお
、プロセッサ１００１は、１以上のチップによって実装されてもよい。
【０１１７】
　車両１０などにおける各機能は、例えば、プロセッサ１００１、メモリ１００２などの
ハードウェア上に所定のソフトウェア（プログラム）を読み込ませることによって、プロ
セッサ１００１が演算を行い、通信装置１００４を介する通信を制御したり、メモリ１０
０２及びストレージ１００３におけるデータの読み出し及び書き込みの少なくとも一方を
制御したりすることによって実現されてもよい。
【０１１８】
　プロセッサ１００１は、例えば、オペレーティングシステムを動作させてコンピュータ
全体を制御する。プロセッサ１００１は、周辺装置とのインターフェース、制御装置、演
算装置、レジスタなどを含む中央処理装置（ＣＰＵ：Central　Processing　Unit）によ
って構成されてもよい。
【０１１９】
　また、プロセッサ１００１は、プログラム（プログラムコード）、ソフトウェアモジュ
ール、データなどを、ストレージ１００３及び通信装置１００４の少なくとも一方からメ
モリ１００２に読み出し、これらに従って各種の処理を実行する。プログラムとしては、
上述の実施形態において説明した動作の少なくとも一部をコンピュータに実行させるプロ
グラムが用いられる。例えば、制御部１１０は、メモリ１００２に格納され、プロセッサ
１００１において動作する制御プログラムによって実現されてもよく、他の機能ブロック
についても同様に実現されてもよい。
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【０１２０】
　メモリ１００２は、コンピュータ読み取り可能な記録媒体であり、例えば、ＲＯＭ（Re
ad　Only　Memory）、ＥＰＲＯＭ（Erasable　Programmable　ROM）、ＥＥＰＲＯＭ（Ele
ctrically　EPROM）、ＲＡＭ（Random　Access　Memory）、その他の適切な記憶媒体の少
なくとも１つによって構成されてもよい。メモリ１００２は、レジスタ、キャッシュ、メ
インメモリ（主記憶装置）などと呼ばれてもよい。メモリ１００２は、本開示の一実施形
態に係る無線通信方法を実施するために実行可能なプログラム（プログラムコード）、ソ
フトウェアモジュールなどを保存することができる。
【０１２１】
　ストレージ１００３は、コンピュータ読み取り可能な記録媒体であり、例えば、フレキ
シブルディスク、フロッピー（登録商標）ディスク、光磁気ディスク（例えば、コンパク
トディスク（ＣＤ－ＲＯＭ（Compact　Disc　ROM）など）、デジタル多用途ディスク、Ｂ
ｌｕ－ｒａｙ（登録商標）ディスク）、リムーバブルディスク、ハードディスクドライブ
、スマートカード、フラッシュメモリデバイス（例えば、カード、スティック、キードラ
イブ）、磁気ストライプ、データベース、サーバ、その他の適切な記憶媒体の少なくとも
１つによって構成されてもよい。ストレージ１００３は、補助記憶装置と呼ばれてもよい
。なお、上述の記憶部１２０は、メモリ１００２及び／又はストレージ１００３によって
実現されてもよい。
【０１２２】
　通信装置１００４は、有線ネットワーク及び無線ネットワークの少なくとも一方を介し
てコンピュータ間の通信を行うためのハードウェア（送受信デバイス）であり、例えばネ
ットワークデバイス、ネットワークコントローラ、ネットワークカード、通信モジュール
などともいう。通信装置１００４は、高周波スイッチ、デュプレクサ、フィルタ、周波数
シンセサイザなどを含んで構成されてもよい。なお、上述の通信部１３０は、通信装置１
００４によって実現されてもよい。
【０１２３】
　入力装置１００５は、外部からの入力を受け付ける入力デバイス（例えば、キーボード
、マウス、マイクロフォン、スイッチ、ボタン、センサなど）である。出力装置１００６
は、外部への出力を実施する出力デバイス（例えば、ディスプレイ、スピーカー、ＬＥＤ
（Light　Emitting　Diode）ランプなど）である。なお、入力装置１００５及び出力装置
１００６は、一体となった構成（例えば、タッチパネル）であってもよい。なお、上述の
入力部１４０及び出力部１５０は、それぞれ入力装置１００５及び出力装置１００６によ
って実現されてもよい。
【０１２４】
　通信装置１００４、入力装置１００５及び出力装置１００６の少なくとも１つは、画像
（静止画像及び／又は動画像）を取得するカメラ、音声を取得するマイクロフォン、各種
センサ（圧力センサ、加速度センサ、ジャイロセンサ、タッチセンサ、接地センサ、近接
センサ、傾斜センサ、磁気センサ、温度センサ（サーモグラフィ）、超音波センサ、赤外
線センサ、測域センサ（レーザスキャンセンサ）、無線ビーム（レーダー）など）のうち
、いずれか又はこれらの組み合わせを含んでもよい。
【０１２５】
　また、プロセッサ１００１、メモリ１００２などの各装置は、情報を通信するためのバ
ス１００７によって接続される。バス１００７は、単一のバスを用いて構成されてもよい
し、装置間ごとに異なるバスを用いて構成されてもよい。
【０１２６】
　また、車両１０などは、マイクロプロセッサ、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ：Digi
tal　Signal　Processor）、ＡＳＩＣ（Application　Specific　Integrated　Circuit）
、ＰＬＤ（Programmable　Logic　Device）、ＦＰＧＡ（Field　Programmable　Gate　Ar
ray）などのハードウェアを含んで構成されてもよく、当該ハードウェアを用いて各機能
ブロックの一部又は全てが実現されてもよい。例えば、プロセッサ１００１は、これらの
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ハードウェアの少なくとも１つを用いて実装されてもよい。
【０１２７】
（変形例）
　なお、本開示において説明した用語及び本開示の理解に必要な用語については、同一の
又は類似する意味を有する用語と置き換えてもよい。
【０１２８】
　また、本開示において説明した情報、パラメータなどは、絶対値を用いて表されてもよ
いし、所定の値からの相対値を用いて表されてもよいし、対応する別の情報を用いて表さ
れてもよい。例えば、無線リソースは、所定のインデックスによって指示されてもよい。
【０１２９】
　本開示においてパラメータなどに使用する名称は、いかなる点においても限定的な名称
ではない。さらに、これらのパラメータを使用する数式などは、本開示において明示的に
開示したものと異なってもよい。
【０１３０】
　本開示において説明した情報、信号などは、様々な異なる技術のいずれかを使用して表
されてもよい。例えば、上記の説明全体に渡って言及され得るデータ、命令、コマンド、
情報、信号、ビット、シンボル、チップなどは、電圧、電流、電磁波、磁界若しくは磁性
粒子、光場若しくは光子、又はこれらの任意の組み合わせによって表されてもよい。
【０１３１】
　情報、信号などは、複数のネットワークノードを介して入出力されてもよい。入出力さ
れた情報、信号などは、特定の場所（例えば、メモリ）に保存されてもよいし、管理テー
ブルを用いて管理してもよい。入出力される情報、信号などは、上書き、更新又は追記を
され得る。出力された情報、信号などは、削除されてもよい。入力された情報、信号など
は、他の装置へ送信されてもよい。
【０１３２】
　情報の通知は、本開示において説明した態様／実施形態に限られず、他の方法を用いて
行われてもよい。
【０１３３】
　また、所定の情報の通知（例えば、「Ｘであること」の通知）は、明示的な通知に限ら
れず、暗示的に（例えば、当該所定の情報の通知を行わないことによって又は別の情報の
通知によって）行われてもよい。
【０１３４】
　判定は、１ビットで表される値（０か１か）によって行われてもよいし、真（true）又
は偽（false）で表される真偽値（boolean）によって行われてもよいし、数値の比較（例
えば、所定の値との比較）によって行われてもよい。
【０１３５】
　ソフトウェアは、ソフトウェア、ファームウェア、ミドルウェア、マイクロコード、ハ
ードウェア記述言語と呼ばれるか、他の名称で呼ばれるかを問わず、命令、命令セット、
コード、コードセグメント、プログラムコード、プログラム、サブプログラム、ソフトウ
ェアモジュール、アプリケーション、ソフトウェアアプリケーション、ソフトウェアパッ
ケージ、ルーチン、サブルーチン、オブジェクト、実行可能ファイル、実行スレッド、手
順、機能などを意味するよう広く解釈されるべきである。
【０１３６】
　また、ソフトウェア、命令、情報などは、伝送媒体を介して送受信されてもよい。例え
ば、ソフトウェアが、有線技術（同軸ケーブル、光ファイバケーブル、ツイストペア、デ
ジタル加入者回線（ＤＳＬ：Digital　Subscriber　Line）など）及び無線技術（赤外線
、マイクロ波など）の少なくとも一方を使用してウェブサイト、サーバ、又は他のリモー
トソースから送信される場合、これらの有線技術及び無線技術の少なくとも一方は、伝送
媒体の定義内に含まれる。
【０１３７】
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　本開示において使用する「システム」及び「ネットワーク」という用語は、互換的に使
用され得る。
【０１３８】
　本開示においては、「基地局（ＢＳ：Base　Station）」、「無線基地局」、「固定局
（fixed　station）」、「ＮｏｄｅＢ」、「ｅＮｏｄｅＢ（ｅＮＢ）」、「ｇＮｏｄｅＢ
（ｇＮＢ）」、「アクセスポイント（access　point）」、「送信ポイント（transmissio
n　point）」、「受信ポイント（reception　point）」、「送受信ポイント（transmissi
on/reception　point）」、「セル」、「セクタ」、「セルグループ」、「キャリア」、
「コンポーネントキャリア」、「帯域幅部分（ＢＷＰ：Bandwidth　Part）」などの用語
は、互換的に使用され得る。基地局は、マクロセル、スモールセル、フェムトセル、ピコ
セルなどの用語で呼ばれる場合もある。
【０１３９】
　基地局は、１つ又は複数（例えば、３つ）のセル（セクタとも呼ばれる）を収容するこ
とができる。基地局が複数のセルを収容する場合、基地局のカバレッジエリア全体は複数
のより小さいエリアに区分でき、各々のより小さいエリアは、基地局サブシステム（例え
ば、屋内用の小型基地局（ＲＲＨ：Remote　Radio　Head））によって通信サービスを提
供することもできる。「セル」又は「セクタ」という用語は、このカバレッジにおいて通
信サービスを行う基地局及び基地局サブシステムの少なくとも一方のカバレッジエリアの
一部又は全体を指す。
【０１４０】
　本開示においては、「移動局（ＭＳ：Mobile　Station）」、「ユーザ端末（user　ter
minal）」、「ユーザ装置（ＵＥ：User　Equipment）」、「端末」などの用語は、互換的
に使用され得る。
【０１４１】
　移動局は、加入者局、モバイルユニット、加入者ユニット、ワイヤレスユニット、リモ
ートユニット、モバイルデバイス、ワイヤレスデバイス、ワイヤレス通信デバイス、リモ
ートデバイス、モバイル加入者局、アクセス端末、モバイル端末、ワイヤレス端末、リモ
ート端末、ハンドセット、ユーザエージェント、モバイルクライアント、クライアント又
はいくつかの他の適切な用語で呼ばれる場合もある。
【０１４２】
　基地局及び移動局の少なくとも一方は、送信装置、受信装置などと呼ばれてもよい。な
お、基地局及び移動局の少なくとも一方は、移動体に搭載されたデバイス、移動体自体な
どであってもよい。当該移動体は、乗り物（例えば、車、飛行機など）であってもよいし
、無人で動く移動体（例えば、ドローン、自動運転車など）であってもよいし、ロボット
（有人型又は無人型）であってもよい。なお、基地局及び移動局の少なくとも一方は、必
ずしも通信動作時に移動しない装置も含む。
【０１４３】
　また、本開示における無線基地局は、ユーザ端末で読み替えてもよい。例えば、無線基
地局及びユーザ端末間の通信を、複数のユーザ端末間の通信（例えば、Ｄ２Ｄ（Device-t
o-Device）、Ｖ２Ｘ（Vehicle-to-Everything）などと呼ばれてもよい）に置き換えた構
成について、本開示の各態様／実施形態を適用してもよい。この場合、無線基地局が有す
る機能をユーザ端末が有する構成としてもよい。
【０１４４】
　本開示において、基地局によって行われるとした動作は、場合によってはその上位ノー
ド（upper　node）によって行われることもある。基地局を有する１つ又は複数のネット
ワークノード（network　nodes）を含むネットワークにおいて、端末との通信のために行
われる様々な動作は、基地局、基地局以外の１つ以上のネットワークノード（例えば、Ｍ
ＭＥ（Mobility　Management　Entity）、Ｓ－ＧＷ（Serving-Gateway）などが考えられ
るが、これらに限られない）又はこれらの組み合わせによって行われ得ることは明らかで
ある。
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【０１４５】
　本開示において説明した各態様／実施形態は単独で用いてもよいし、組み合わせて用い
てもよいし、実行に伴って切り替えて用いてもよい。また、本開示において説明した各態
様／実施形態の処理手順、シーケンス、フローチャートなどは、矛盾の無い限り、順序を
入れ替えてもよい。例えば、本開示において説明した方法については、例示的な順序を用
いて様々なステップの要素を提示しており、提示した特定の順序に限定されない。
【０１４６】
　本開示において説明した各態様／実施形態は、ＬＴＥ（Long　Term　Evolution）、Ｌ
ＴＥ－Ａ（LTE-Advanced）、ＬＴＥ－Ｂ（LTE-Beyond）、ＳＵＰＥＲ　３Ｇ、ＩＭＴ－Ａ
ｄｖａｎｃｅｄ、４Ｇ（4th　generation　mobile　communication　system）、５Ｇ（5t
h　generation　mobile　communication　system）、ＦＲＡ（Future　Radio　Access）
、Ｎｅｗ－ＲＡＴ（Radio　Access　Technology）、ＮＲ（New　Radio）、ＮＸ（New　ra
dio　access）、ＦＸ（Future　generation　radio　access）、ＧＳＭ（登録商標）（Gl
obal　System　for　Mobile　communications）、ＣＤＭＡ２０００、ＵＭＢ（Ultra　Mo
bile　Broadband）、ＩＥＥＥ　８０２．１１（Ｗｉ－Ｆｉ（登録商標））、ＩＥＥＥ　
８０２．１６（ＷｉＭＡＸ（登録商標））、ＩＥＥＥ　８０２．２０、ＵＷＢ（Ultra-Wi
deBand）、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）、その他の適切な無線通信方法を利用するシ
ステム、これらに基づいて拡張された次世代システムなどに適用されてもよい。また、複
数のシステムが組み合わされて（例えば、ＬＴＥ又はＬＴＥ－Ａと、５Ｇとの組み合わせ
など）適用されてもよい。
【０１４７】
　本開示において使用する「に基づいて」という記載は、別段に明記されていない限り、
「のみに基づいて」を意味しない。言い換えれば、「に基づいて」という記載は、「のみ
に基づいて」と「に少なくとも基づいて」の両方を意味する。
【０１４８】
　本開示において使用する「第１の」、「第２の」などの呼称を使用した要素へのいかな
る参照も、それらの要素の量又は順序を全般的に限定しない。これらの呼称は、２つ以上
の要素間を区別する便利な方法として本開示において使用され得る。したがって、第１及
び第２の要素の参照は、２つの要素のみが採用され得ること又は何らかの形で第１の要素
が第２の要素に先行しなければならないことを意味しない。
【０１４９】
　本開示において使用する「判断（決定）（determining）」という用語は、多種多様な
動作を包含する場合がある。例えば、「判断（決定）」は、判定（judging）、計算（cal
culating）、算出（computing）、処理（processing）、導出（deriving）、調査（inves
tigating）、探索（looking　up）（例えば、テーブル、データベース又は別のデータ構
造での探索）、確認（ascertaining）などを「判断（決定）」することであるとみなされ
てもよい。
【０１５０】
　また、「判断（決定）」は、受信（receiving）（例えば、情報を受信すること）、送
信（transmitting）（例えば、情報を送信すること）、入力（input）、出力（output）
、アクセス（accessing）（例えば、メモリ中のデータにアクセスすること）などを「判
断（決定）」することであるとみなされてもよい。
【０１５１】
　また、「判断（決定）」は、解決（resolving）、選択（selecting）、選定（choosing
）、確立（establishing）、比較（comparing）などを「判断（決定）」することである
とみなされてもよい。つまり、「判断（決定）」は、何らかの動作を「判断（決定）」す
ることであるとみなされてもよい。
【０１５２】
　また、「判断（決定）」は、「想定する（assuming）」、「期待する（expecting）」
、「みなす（considering）」などで読み替えられてもよい。
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　本開示において使用する「接続された（connected）」、「結合された（coupled）」と
いう用語、又はこれらのあらゆる変形は、２又はそれ以上の要素間の直接的又は間接的な
あらゆる接続又は結合を意味し、互いに「接続」又は「結合」された２つの要素間に１又
はそれ以上の中間要素が存在することを含むことができる。要素間の結合又は接続は、物
理的であっても、論理的であっても、あるいはこれらの組み合わせであってもよい。例え
ば、「接続」は「アクセス」で読み替えられてもよい。
【０１５４】
　本開示において、２つの要素が接続される場合、１つ以上の電線、ケーブル、プリント
電気接続などを用いて、並びにいくつかの非限定的かつ非包括的な例として、無線周波数
領域、マイクロ波領域、光（可視及び不可視の両方）領域の波長を有する電磁エネルギー
などを用いて、互いに「接続」又は「結合」されると考えることができる。
【０１５５】
　本開示において、「ＡとＢが異なる」という用語は、「ＡとＢが互いに異なる」ことを
意味してもよい。「離れる」、「結合される」などの用語も同様に解釈されてもよい。
【０１５６】
　本開示において、「含む（include）」、「含んでいる（including）」及びこれらの変
形が使用されている場合、これらの用語は、用語「備える（comprising）」と同様に、包
括的であることが意図される。さらに、本開示において使用されている用語「又は（or）
」は、排他的論理和ではないことが意図される。
【０１５７】
　本開示において、例えば、英語でのa,　an及びtheのように、翻訳によって冠詞が追加
された場合、本開示は、これらの冠詞の後に続く名詞が複数形であることを含んでもよい
。
【０１５８】
　以上、本開示に係る発明について詳細に説明したが、当業者にとっては、本開示に係る
発明が本開示中に説明した実施形態に限定されないということは明らかである。本開示に
係る発明は、特許請求の範囲の記載に基づいて定まる発明の趣旨及び範囲を逸脱すること
なく修正及び変更態様として実施することができる。したがって、本開示の記載は、例示
説明を目的とし、本開示に係る発明に対して何ら制限的な意味をもたらさない。
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